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 この「筑西市公共施設適正配置のための基本方針（以下「基本方針」といいます。）」

は、「筑西市公共施設適正配置に関する指針（公共施設等総合管理計画）」（平成２７年

３月策定。以下「指針」といいます。）の「６．取組体制  ⑶今後の取組方針（指針

P.32）」に拠って、施設類型ごとの
．．．．．．．

管理に関する基本的な方針や、維持管理・修繕・更

新等の実施方針について定めたものです。 

 また指針では、施設類型ごとの「適正配置実施計画（以下「実施計画」といいます。）

」を順次策定することとしており、国の各省庁からも２０２０年度までに個別施設ごとの

長寿命化計画（以下「個別施設計画」といいます。）を策定するよう要請されていること

から、市では、実施計画＝個別施設計画と位置付けて、計画の策定に取り組んでいるとこ

ろです。 

 そこで、この基本方針は、実施計画＝個別施設計画を策定するうえでの基本的な考え方

を整理するとともに、指針と実施計画とを繋ぐ道標として作成するものです。 

 本市が公共施設適正配置を重要施策と位置付けする経緯や現状と課題については、指針

の記載と重複することからここでは省略しますが、この基本方針を策定するに当たり、改

めて市の関係部局が認識を共有し、市民や関係団体への説明責任を充分に果たしながら、

相互理解と協働のもと、公共施設適正配置の実現を目指してまいります。 

 

 この基本方針は、平成２８年に初版を策定し、以後、施設類型ごとの担当課職員で構成

するワーキングチーム会議において検討を続けてまいりましたが、今般、これまでの検討

経緯等に基づき、内容を一部改訂するものです。（令和３年３月） 
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１．基本方針の検討経緯について 

   平成２８年１１月の基本方針策定以来、施設類型ごとに１８のワーキングチームを組織し、

基本方針の進捗管理や、適正配置実施計画（個別施設計画）の策定に向けた課題の整理等を行

ってきました。 

 開催時期 検討事項 

第１回会議 平成２９年 

１月～２月 

①課題と今後のスケジュールの確認について 

②市民や関係団体に対する協議・説明の方法について    等 

第２回会議 平成３０年 

１月～２月 

①「公共施設適正配置のための基本方針」の進捗状況について 

②「適正配置実施計画（個別施設計画）」の策定に関する所管

省庁等からの通知、照会等の状況について 

③公共施設使用料適正化の進め方について         等 

第３回会議 平成３１年 

１月～２月 

①「公共施設適正配置のための基本方針」の進捗状況について 

②「適正配置実施計画（個別施設計画）」の策定に関する所管

省庁等からの通知、照会等の状況について 

③公共施設使用料適正化の進捗状況について        等 

第４回会議 令和２年 

１月～２月 

①「公共施設適正配置のための基本方針」の修正について 

②「適正配置実施計画（個別施設計画）」の策定に関する所管

省庁等からの通知、照会等の状況について 

③公共施設使用料適正化の利用者への周知について     等 

第５回会議 令和２年 

８月 

①「公共施設適正配置のための基本方針（修正案）」の内容確

認について 

②「適正配置実施計画（個別施設計画）（案）」の内容検討に

ついて 

 

２．施設の運営状況について 

  この基本方針には、今後の適正配置の方針を検討するための基礎資料として、コスト情報とス

トック情報の両面から、施設の管理運営状況について記載しました。 

・コスト情報及びストック情報のデータは、特に表示があるものを除き、平成３０年度決算

をベースとして、公共施設マネジメントシステムによる集計を行いました。 

・コスト情報には、施設の運営人員及び職員の平均給与により算出した人件費を含んでいま

す。したがって、各施設のコストの金額は、歳入歳出決算書の額とは異なります。 

・減価償却費は、総務省の「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき、次によ

り算出しています。 

  減価償却費＝再調達価格（構造･用途別単価×延床面積）×償却率 
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３．施設類型ごとの基本方針 

⑴ 庁舎等 

施 設 
本庁舎・下館庁舎・川島出張所・関城支所・明野支所・協和総合庁舎（協和支所）・

下館武道館（２Ｆ・３Ｆ会議室）、旧上野村役場 

所管課 管財課・関城支所・明野支所・協和支所・川島出張所 

《これまでの取組》 

① 協和支所、協和公民館及び協和総合センターは、施設の老朽化に伴い、３施設の機能を集約し

た協和総合庁舎を整備し、平成２６年９月から供用開始した。（協和総合センターは廃止） 

② 川島出張所は、施設の老朽化に伴い、新施設を移転整備し、平成２６年１月から供用開始した。 

③ 下館庁舎（旧本庁舎）は、スピカ庁舎（本庁舎）への行政機能の移転集約（一部を除く。）を

進め、平成２９年２月から全庁的に供用開始した。 

④ 明野支所は、施設の老朽化に伴い、同地に新施設を整備し、平成２９年３月から供用開始した。 

⑤ 関城保健センターは、施設の老朽化に伴い、平成３０年４月から関城支所内の空スペースに機

能移転した。 

 

《基本方針》 

① 本庁舎、支所庁舎、出張所等は、行政機能の維持及び市民サービス提供のための基幹施設であ

る。本庁舎のスピカビルへの移転や、協和総合庁舎の整備を先駆けとして、最少の経費で最大の

効果を得るべく、規範となる機能の効率化及び集約並びに適正な維持管理を図り、本市の公共施

設適正配置を推進させる。 

② 下館庁舎は、消防防災課及び情報政策課の本庁舎への移転を計画的に進めるとともに、施設を

解体撤去し、跡地の有効活用について検討する。（消防防災課は令和２年度に本庁舎に移転済。

情報政策課は令和３年度に本庁舎に移転予定） 

③ 関城支所及び下館武道館（２Ｆ・３Ｆ会議室）は、施設、設備等の老朽化の状況を把握し、適

正配置実施計画（個別施設計画）に基づき計画的な修繕及び更新を行うことにより、長寿命化及

び修繕更新等に係る費用の平準化を図る。 

④ 本庁舎、川島出張所、明野支所、協和総合庁舎（協和支所）は、平成２５年度以後に建築又は

改修された比較的新しい施設であるが、今後の施設、設備等の経年劣化及び耐用年数を考慮し、

適正配置実施計画（個別施設計画）に基づき、計画的な修繕及び更新を行うことにより、長寿命

化及び修繕更新等に係る費用の平準化を図る。 

⑤ 旧川島出張所は、消防署川島出張所の移転整備に伴い、施設を解体撤去し、跡地の有効活用に

ついて検討する。 
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⑥ 旧上野村役場は、上野土地改良区の村田村外三ヶ村土地改良区との合併移転に伴い、施設を解

体撤去し、跡地の有効活用について検討する。 

 

〔参考：庁舎等の運営状況（平成３０年度）〕 

 

 

  

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

本庁舎 平成 03年度 0.900 - - - 14,873.15 37,054 13,670 50,724 103,480 154,205 10,368 723 153,481 10,319

下館庁舎 昭和 48年度 0.900 - - - 8,075.74 9,428 7,224 16,652 26,739 43,391 5,373 122 43,269 5,358

関城支所 昭和 61年度 1.400 - - - 4,523.25 81,804 10,649 92,454 13,798 106,252 23,490 125 106,127 23,463

明野支所 平成 28年度 0.800 - - - 893.30 6,319 5,726 12,046 5,094 17,140 19,187 48 17,092 19,134

協和総合庁舎（協和支所） 平成 26年度 0.750 ● - - - 627.76 1,297 6,451 7,748 3,907 11,655 18,566 0 11,655 18,566

川島出張所 平成 25年度 0.110 ● - - - 371.50 1,438 2,810 4,248 4,715 8,963 24,127 0 8,963 24,127

延床面積

1㎡当たりの

ﾈｯﾄｺｽﾄ

（円/㎡）

事業
運営費
（千円）

稼働率 延床面積 ［A］
コスト

（千円）

［B］
減価

償却費
（千円）

維持
管理費
（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

延床面積

1㎡当たりの

ﾌﾙｺｽﾄ

（円/㎡）

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

施設名
運営人員

避難所
利用件数 利用人数

建築年度

10,319 

5,358 

23,463 

19,134 
18,566 

24,127 
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本庁舎 下館庁舎 関城支所 明野支所 協和総合庁舎（協和支所） 川島出張所

（円/㎡）（千円）

維持

管理費

（千円）

事業

運営費

（千円）

［B］

減価

償却費

（千円）

延床面積

1㎡当たりの

ﾈｯﾄｺｽﾄ

（円/㎡）

＜平均＞

延床面積

1㎡当たりの

ﾈｯﾄｺｽﾄ

（円/㎡）

<平均>
延床面積1㎡当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ（円/㎡）

11,599円 
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⑵ 小中学校 

施 設 小学校（２０校）・中学校（７校） 

所管課 施設整備課・学務課 

《これまでの取組》 

① 学校施設の個別施設計画となる「筑西市学校施設長寿命化計画」を令和２年３月に策定した。 

 

《基本方針》 

① 「筑西市小中一貫教育及び学校の適正規模・適正配置の基本方針（平成２７年７月策定）」、

学校の在り方に関するアンケート調査結果、筑西市学校の在り方検討委員会からの答申等を踏ま

え、市内全中学校区で小中一貫教育を推進するとともに、学校施設の適正配置を図る。適正配置

後に廃止となる小中学校施設及び敷地の有効活用については、全庁的に検討を進める。 

② 「筑西市学校施設長寿命化計画」に基づき、学校の適正配置を踏まえた計画的な修繕及び更新

を行うことにより、学校施設の長寿命化及び修繕更新等に係る費用の平準化を図る。 

③ 学校施設は、地域コミュニティの核となることを前提に、防犯上の配慮や児童生徒の安全、教

育環境への配慮を踏まえつつ、実情に応じて、公民館や他の文教施設、高齢者福祉施設等との複

合化・共用化を図る。 

④ 明野中学校区においては、小中一貫教育のモデル地区として、令和６年４月開校を目途に、「

施設一体型義務教育学校」の整備を進める。 

⑤ 下館北中学校は、令和５年４月を目途に、下館中学校との統合を進め、合わせて五所小学校の

学区の見直しを行う。 

⑥ 五所小学校、河間小学校及び嘉田生崎小学校は、施設の大規模改造に合わせて、それぞれ五所

公民館、河間公民館及び嘉田生崎公民館との複合化を進める。（令和２年度に複合化工事実施済） 

 

〔参考：小中学校の運営状況（平成３０年度）〕 

＜小学校＞ 

 

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

下館小学校 昭和 53年度 0.333 ● - 604 - 10,288.00 14,330 3,194 17,525 30,416 47,941 79,373 0 47,941 79,373

伊讃小学校 昭和 41年度 0.333 ● - 153 - 4,422.00 8,082 3,082 11,164 5,866 17,030 111,307 0 17,030 111,307

川島小学校 昭和 47年度 0.333 ● - 497 - 7,866.00 15,177 3,521 18,698 21,400 40,098 80,680 0 40,098 80,680

竹島小学校 昭和 46年度 0.333 ● - 204 - 4,852.00 9,420 1,698 11,119 8,107 19,226 94,245 0 19,226 94,245

養蚕小学校 昭和 43年度 0.333 ● - 338 - 5,667.00 10,356 2,994 13,351 17,757 31,108 92,036 0 31,108 92,036

五所小学校 昭和 46年度 0.333 ● - 141 - 4,496.00 8,514 2,991 11,505 4,699 16,204 114,922 0 16,204 114,922

中小学校 昭和 41年度 0.333 ● - 148 - 4,563.00 9,192 3,082 12,274 6,018 18,292 123,595 0 18,292 123,595

河間小学校 昭和 44年度 0.333 ● - 126 - 4,383.00 10,604 2,976 13,580 6,346 19,926 158,143 0 19,926 158,143

大田小学校 昭和 46年度 0.333 ● - 618 - 7,862.00 14,889 3,717 18,606 14,500 33,106 53,570 0 33,106 53,570

嘉田生崎小学校 昭和 44年度 0.333 ● - 111 - 3,844.00 8,239 2,936 11,176 8,499 19,675 177,252 0 19,675 177,252

関城西小学校 昭和 43年度 0.333 ● - 329 - 5,862.00 12,062 1,667 13,730 19,820 33,550 101,976 0 33,550 101,976

関城東小学校 昭和 47年度 0.333 ● - 354 - 6,932.00 15,101 2,035 17,136 18,279 35,415 100,042 0 35,415 100,042

大村小学校 昭和 58年度 0.333 ● - 246 - 4,947.00 10,883 1,899 12,783 12,397 25,180 102,358 0 25,180 102,358

村田小学校 昭和 57年度 0.333 ● - 140 - 4,136.00 9,318 2,959 12,277 10,048 22,326 159,471 0 22,326 159,471

鳥羽小学校 昭和 55年度 0.333 ● - 75 - 3,698.00 9,184 1,745 10,930 8,346 19,276 257,013 0 19,276 257,013

上野小学校 昭和 53年度 0.333 ● - 104 - 3,350.00 8,640 1,604 10,245 7,145 17,390 167,212 0 17,390 167,212

長讃小学校 昭和 56年度 0.333 ● - 108 - 3,760.00 8,024 1,862 9,886 8,569 18,455 170,880 0 18,455 170,880

古里小学校 昭和 40年度 0.333 ● - 135 - 3,954.00 11,538 3,264 14,802 6,256 21,058 155,985 0 21,058 155,985

新治小学校 昭和 41年度 0.333 ● - 445 - 6,187.00 15,648 2,046 17,695 14,088 31,783 71,422 0 31,783 71,422

小栗小学校 昭和 39年度 0.333 ● - 135 - 3,744.00 7,291 2,837 10,128 6,760 16,889 125,104 0 16,889 125,104

施設名
運営人員

避難所
建築年度

［A］
コスト

（千円）

維持
管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

児童数 稼働率 延床面積利用件数
児童

1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）

児童
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

［B］
減価

償却費
（千円）
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＜中学校＞ 

 

 

  

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

下館中学校 昭和 50年度 0.333 ● - 474 - 9,396.00 24,988 2,063 27,051 30,226 57,277 120,838 0 57,277 120,838

下館西中学校 昭和 60年度 0.333 ● - 387 - 9,401.00 23,227 3,444 26,671 32,487 59,159 152,866 0 59,159 152,866

下館南中学校 昭和 57年度 0.333 ● - 470 - 10,504.00 28,553 3,346 31,900 35,463 67,363 143,326 0 67,363 143,326

下館北中学校 平成 25年度 0.333 ● - 115 - 6,761.00 12,965 2,815 15,781 21,494 37,275 324,130 0 37,275 324,130

関城中学校 平成 15年度 0.333 ● - 345 - 9,079.00 19,641 2,029 21,670 26,898 48,568 140,777 0 48,568 140,777

明野中学校 平成 20年度 0.333 ● - 401 - 9,870.00 25,573 1,755 27,328 30,801 58,129 144,960 0 58,129 144,960

協和中学校 平成 22年度 0.333 ● - 367 - 9,619.00 25,061 2,055 27,116 27,484 54,600 148,774 0 54,600 148,774

生徒数 稼働率 延床面積 ［A］
コスト

（千円）

利用件数 維持
管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

施設名
運営人員

避難所
建築年度

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

生徒
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

［B］
減価

償却費
（千円）

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

生徒
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）
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⑶ 給食センター 

施 設 下館学校給食センター・明野学校給食センター 

所管課 下館学校給食センター・明野学校給食センター 

《これまでの取組》 

① 協和学校給食センターは、施設の老朽化及び設備の経年劣化等に伴い平成２９年度をもって用

途廃止し、協和地区の学校給食業務は、下館学校給食センターと明野学校給食センターに統合し

た。 

② 協和学校給食センターの用途廃止に伴う施設解体工事は平成３０年１１月に完了し、施設解体

後の敷地は、平成３１年４月から協和中学校の行事等駐車場として使用している。 

③ 明野学校給食センター管轄のアレルギー対応食については、令和元年度から下館学校給食セン

ターで調理し、明野学校給食センターの配送車で配送・回収を行っている。 

 

《基本方針》 

① 学校給食センターは、施設、設備、調理機器等の経年劣化及び耐用年数を考慮し、適正配置実

施計画（個別施設計画）及び厨房機器修繕更新計画に基づき、計画的な修繕及び更新を行うこと

により、長寿命化及び修繕更新等に係る費用の平準化を図る。 

 

〔参考：給食センターの運営状況（平成３０年度）〕 

 

 

 

  

主要建物

(人) (件) (食/年) (％) (㎡)

下館学校給食センター 平成 26年度 6.000 - 1,307,189 - 3,563.26 63,239 570,707 633,946 8,222 642,169 491 247,575 394,594 302

明野学校給食センター 平成 16年度 0.650 - 328,899 - 1,248.28 27,808 133,740 161,549 2,860 164,409 500 66,472 97,936 298

建築年度

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

給食
1食当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/食）

［B］
減価

償却費
（千円）

給食提供数 稼働率 延床面積
施設名

運営人員
避難所

利用件数
維持管理費

（千円）

事業

運営費

（千円）

［A］
コスト

（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

給食
1食当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/食）
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⑷ 子育て支援施設 

施 設 認定こども園せきじょう・明野幼稚園・子育て支援センター 

（協和保育所・協和幼稚園） 

所管課 こども課・学務課・母子保健課・認定こども園せきじょう・明野幼稚園 

《これまでの取組》 

① 協和保育所は、令和２年３月をもって用途廃止し、同年４月から同所において民間事業者によ

る「幼保連携型認定こども園」が運営を開始した。 

② 協和幼稚園は、協和保育所の廃止及び民間事業者による「幼保連携型認定こども園」の設置に

伴い、令和２年３月をもって用途廃止した。 

③ あけの子育て支援センターは、平成２８年度から、実施場所を明野保健センターから明野幼稚

園に変更した。 

 

《基本方針》 

① 教育・保育施設（幼稚園・保育園・認定こども園）は、民間事業者による運営が充実してきて

いることから、公立の認定こども園１か所（認定こども園せきじょう）をより充実させ、民間事

業者に担うことのできないニーズの対応にあたる。 

② 認定こども園せきじょうは、建物や設備等の老朽化が著しいため、施設の更新（建替え）等を

検討し、安心安全な教育・保育環境の整備を図る。 

③ 明野幼稚園は、民間事業者による運営の動向や保育無償化によるニーズの変化等を踏まえ、公

立の幼稚園としての必要性や意義について検討する。 

④ 用途廃止後の協和幼稚園の施設は、解体撤去し、敷地（借地）については原状回復のうえ地権

者に返還する。（令和２年度に施設を解体撤去し、令和３年３月末をもって借地返還済） 

⑤ 子育て支援センターは、認定こども園による子育て支援事業の充実を図るとともに、委託して

いる子育て支援センターの運営を支援する。 
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〔参考：子育て支援施設の運営状況（平成３０年度）〕 

 

 

 

  

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

認定こども園せきじょう 平成 01年度 35.713 ● - 193 - 2,736.75 13,077 195,417 208,495 7,970 216,465 1,121,580 1,916 214,549 1,111,653

明野幼稚園 昭和 48年度 6.877 ● - 69 - 2,868.30 22,498 41,345 63,844 7,480 71,325 1,033,696 20,968 50,356 729,797

協和幼稚園 昭和 51年度 5.650 ● - 49 - 1,386.00 5,971 19,621 25,591 4,004 29,596 604,000 15,795 13,800 281,633

協和保育所 平成 06年度 23.000 ● - 108 - 940.58 6,267 98,962 105,228 0 105,228 974,333 1,139 104,089 963,787

維持管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

［A］
コスト

（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

園児
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

［B］
減価

償却費
（千円）

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

園児
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）

園児数 稼働率 延床面積
施設名

運営人員
避難所

利用件数

建築年度
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⑸ 集会施設・文化施設 

施 設 

コミュニティプラザ、しもだて地域交流センター・下館地区公民館（９館）・生涯学

習センター・関本公民館・河内公民館・黒子公民館・明野公民館・海老ヶ島集会所・

協和公民館・協和転作促進研修センター・協和ふれあい健康プラザ 

所管課 管財課・地域交流センター・生涯学習センター・明野公民館・協和公民館・ 

高齢福祉課 

《基本方針》 

① 集会施設・文化施設は、新たな地域コミュニティの在り方や整備単位について、地域住民や自

治会との協議、検証を重ね、再編整備を図るとともに、設置根拠や施設名称の整理も含めた運営

手法の抜本的な見直しについて検討する。 

② 各施設の経年劣化及び耐用年数を考慮し、適正配置実施計画（個別施設計画）に基づき、計画

的な修繕及び更新を行うことにより、長寿命化及び修繕更新等に係る費用の平準化を図る。 

③ 五所公民館、河間公民館及び嘉田生崎公民館は、耐震診断の結果に基づき令和元年７月（五所

公民館は８月）から利用を中止し、代替施設を利用しつつ、それぞれ五所小学校、河間小学校及

び嘉田生崎小学校との複合化を進める。（令和２年度に複合化工事実施済） 

④ 大田公民館は、耐震補強工事を実施して継続使用する。（令和２年度に耐震補強工事実施済） 

⑤ 河内公民館及び黒子公民館は、耐震診断の結果に基づき令和元年７月から利用を中止し、代替

施設を利用しつつ、生涯学習センター、関本公民館及び他の施設類型も含めた関城地区の公共施

設の複合化や機能集約について、「関城地区における今後の公共施設の在り方協議会」の検討状

況等を踏まえて検討する。 

 

〔参考：集会施設・文化施設の運営状況（平成３０年度）〕 

 

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

コミュニティプラザ 平成 03年度 0.100 861 82,879 27.53 1,938.13 22,600 748 23,347 10,094 33,472 404 43 33,398 403

生涯学習センター 平成 06年度 4.500 737 29,056 18.34 3,195.00 32,345 18,779 51,125 9,402 60,528 2,083 1,266 59,261 2,040

明野公民館 昭和 59年度 3.550 1,856 41,391 41.68 3,497.57 24,220 17,288 41,509 9,117 50,627 1,223 3,641 46,985 1,135

しもだて地域交流センター 平成 15年度 2.500 ● 3,625 78,991 9.85 9,483.00 93,434 21,338 114,772 25,604 140,376 1,777 3,277 137,098 1,736

伊讃公民館 昭和 56年度 3.311 ● 638 10,253 35.90 670.00 1,759 6,382 8,142 1,447 9,589 935 209 9,379 915

川島公民館 昭和 62年度 3.311 ● 1,208 19,701 49.60 606.71 1,918 6,373 8,291 1,638 9,929 504 98 9,831 499

竹島公民館 昭和 59年度 3.311 ● 767 11,341 29.88 625.95 1,772 6,373 8,145 1,690 9,835 867 121 9,713 856

養蚕公民館 昭和 57年度 3.311 ● 890 9,017 34.06 613.00 1,761 6,373 8,134 1,655 9,789 1,086 98 9,691 1,075

五所公民館 昭和 55年度 3.311 ● 449 7,786 17.94 582.53 1,731 6,373 8,104 46 8,150 1,047 80 8,070 1,036

中公民館 昭和 60年度 3.311 ● 634 10,685 24.29 626.00 1,764 6,373 8,137 1,690 9,827 920 126 9,701 908

河間公民館 昭和 53年度 3.311 ● 290 5,614 11.80 546.45 1,791 6,373 8,164 0 8,164 1,454 14 8,149 1,452

大田公民館 昭和 55年度 3.311 ● 1,424 22,599 55.30 704.88 1,761 6,373 8,134 56 8,190 362 186 8,004 354

嘉田生崎公民館 昭和 54年度 3.311 ● 292 4,168 11.00 533.01 1,764 6,373 8,137 1,439 9,576 2,298 76 9,499 2,279

関本公民館 昭和 55年度 2.500 ● 921 10,595 15.32 1,588.24 6,228 7,536 13,765 4,228 18,053 1,704 140 17,913 1,691

河内公民館 昭和 51年度 1.500 ● 584 6,347 13.01 852.06 5,139 8,738 13,877 2,300 16,178 2,549 64 16,113 2,539

黒子公民館 昭和 47年度 1.500 ● 476 6,005 14.38 714.00 4,774 5,645 10,419 1,927 12,347 2,056 93 12,254 2,041

協和総合庁舎（協和公民館） 平成 26年度 4.000 ● 1,807 27,183 21.81 1,447.82 9,900 20,590 30,491 8,762 39,253 1,444 196 39,056 1,437

海老ヶ島集会所 昭和 58年度 0.070 52 582 21.91 151.54 332 507 839 0 839 1,442 0 839 1,442

協和ふれあい健康プラザ 平成 15年度 0.360 210 2,640 9.57 408.00 1,834 2,737 4,572 1,627 6,199 2,348 0 6,199 2,348

協和転作促進研修センター 昭和 56年度 - ● 74 1,075 4.24 248.00 399 0 399 0 399 371 0 399 371

利用人数 稼働率 延床面積
施設名

運営人員
避難所

利用件数

建築年度

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

利用者
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）

維持管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

［A］
コスト

（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

［B］
減価

償却費
（千円）
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⑹ 社会教育施設 

施 設 中央図書館・明野図書館・しもだて美術館・板谷波山記念館・農業資料館・石蔵 

所管課 生涯学習課・美術館・文化課・都市整備課 

《基本方針》 

① 社会教育施設は、各施設の経年劣化及び耐用年数を考慮し、適正配置実施計画（個別施設計画）

に基づき、計画的な修繕及び更新を行うことにより、長寿命化及び修繕更新等に係る費用の平準

化を図る。 

② 板谷波山記念館は、「板谷波山記念館整備検討委員会」が令和元年度に策定した基本構想及び

基本計画に基づき、今後の方針について検討する。 

③ 中央図書館・明野図書館は、指定管理者による運営を継続しつつ、指定管理者が策定する「中

長期修繕計画」に基づき、施設の長寿命化及び修繕更新等に係る費用の平準化を図る。 

 

〔参考：社会教育施設の運営状況（平成３０年度）〕 

 

 

 

  

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

中央図書館 平成 09年度 15.896 303,670 99,178 13.09 4,673.06 23,823 100,598 124,421 16,823 141,244 1,424 125,282 15,962 161

明野図書館 昭和 61年度 7.688 95,868 21,261 4.99 1,154.80 5,141 43,999 49,140 4,157 53,297 2,507 31,007 22,290 1,048

しもだて美術館 平成 15年度 9.800 - 32,628 100.00 2,531.00 14,955 67,375 82,331 11,895 94,227 2,888 11,600 82,626 2,532

板谷波山記念館 平成 06年度 6.000 - 8,486 100.00 197.40 1,192 4,502 5,695 533 6,228 734 1,855 4,373 515

農業資料館 昭和 60年度 1.350 - 600 7.79 272.28 188 0 188 0 189 314 0 188 313

石蔵 昭和 50年度 5.000 - - - 104.86 241 0 241 0 241 0 0 241 0

施設名
運営人員

避難所
建築年度

維持管理費
（千円）

事業
運営費

（千円）

利用人数 稼働率 延床面積 ［A］
コスト

（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

利用件数
［B］
減価

償却費
（千円）

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

利用者
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）
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⑺ 保健・福祉施設 

施 設 

総合福祉センター・心身障害者福祉センター・関城老人福祉センター・明野いきがい

センター（明野農村環境改善センター・明野老人福祉センター）・協和ふれあいセン

ター・あけの元気館・明野デイサービスセンターやすらぎ・下館保健センター、関城

保健センター、明野保健センター、協和保健センター 

（ことぶき荘老人ホーム） 

所管課 社会福祉課・高齢福祉課・健康増進課 

《これまでの取組》 

① ことぶき荘老人ホームは、平成３０年９月限り用途廃止し、同年１０月から公募選定の民間社

会福祉法人による運営を開始した。 

② 関城保健センターは、旧施設の経年劣化に伴い、関城支所の２階の一部を改修し、平成３０年

４月から機能移転した。 

 

《基本方針》 

① 保健・福祉施設は、他の施設類型の施設も含めた複合化や機能集約（移転）を総合的に検討す

る。 

② 当面は、現施設の安全を確保しつつ、今後の施設、設備等の経年劣化及び耐用年数を考慮し、

計画的な修繕及び更新を行うことにより、長寿命化及び修繕更新等に係る費用の平準化を図る。 

 

〔参考：保健・福祉施設の運営状況（平成３０年度）〕 

 

 

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

関城老人福祉センター 昭和 56年度 2.500 ● 343 5,704 45.17 805.63 2,062 7,093 9,156 2,572 11,728 2,056 0 11,728 2,056

明野いきがいセンター 昭和 53年度 3.000 ● 357 7,916 19.42 1,609.03 6,366 8,729 15,095 5,411 20,507 2,591 0 20,507 2,591

ことぶき荘老人ホーム 平成 04年度 1.000 - 29 - 1,583.73 7,032 39,089 46,121 5,701 51,822 1,786,966 29,563 22,169 -

心身障害者福祉センター 平成 12年度 1.000 ● 693 8,742 56.57 546.07 2,815 1,980 4,796 1,474 6,270 717 0 6,270 717

下館保健センター 昭和 61年度 - ● 3,304 14,464 68.22 1,001.17 6,809 276 7,086 3,604 10,690 739 0 10,690 739

関城保健センター 昭和 58年度 - ● 25 150 6.85 600.73 125 5 130 2,162 2,293 15,287 0 2,293 15,287

明野保健センター 平成 12年度 - 119 5,381 32.60 795.10 229 58 287 17,162 17,450 3,243 0 17,450 3,243

協和保健センター 昭和 63年度 - 70 2,820 19.18 811.20 2,513 157 2,670 2,920 5,590 1,982 0 5,590 1,982

あけの元気館 平成 12年度 - 290,071 290,071 100.00 5,454.55 127,65 145,445 273,101 18,418 291,519 1,005 0 291,519 1,005

総合福祉センター 昭和 59年度 3.000 ● 1,098 53,861 42.05 2,596.00 15,715 11,244 26,960 9,345 36,305 674 0 36,305 674

協和ふれあいセンター 平成 04年度 2.500 ● 665 6,837 52.70 1,005.00 2,273 8,411 10,685 2,442 13,127 1,920 0 13,127 1,920

利用件数
施設名

運営人員
避難所

建築年度
維持管理費

（千円）

事業
運営費

（千円）

利用人数 稼働率 延床面積 ［A］
コスト

（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

［B］
減価

償却費
（千円）

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

利用者
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）
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⑻ スポーツ施設 

施 設 体育館・武道館・屋外運動場 

所管課 スポーツ振興課 

《これまでの取組》 

① 明野体育センターは、耐震診断の結果に基づき令和元年１０月から利用を中止し、令和２年６

月をもって用途廃止した。 

 

《基本方針》 

① スポーツ施設は、指定管理者による運営を継続しつつ、指定管理者が策定する「中長期修繕計

画」に基づき、施設の長寿命化及び修繕更新等に係る費用の平準化を図る。 

② 全施設のうち、利用状況や地域特性を考慮して基幹施設と位置付ける施設を現状維持しつつ、

長寿命化を図る。 

③ 地区内において類似する施設又は機能が集約できる施設は、施設の老朽化及び利用状況（稼働

率等）を考慮し、統廃合や機能集約を検討する。 

④ 関城体育センターは、耐震診断の結果に基づき令和元年１０月から利用を中止し、代替施設を

利用しつつ、関城地区の公共施設の複合化や機能集約について、「関城地区における今後の公共

施設の在り方協議会」の検討状況等を踏まえて総合的に検討する。 

 

〔参考：スポーツ施設の運営状況（平成３０年度）〕 

① 体育館・武道館 

 

 

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

下館総合体育館 平成 12年度 4.068 ● 1,455 178,890 43.61 8,002.00 53,337 77,055 130,392 47,343 177,736 994 15,640 162,095 906

下館トレーニングセンター 昭和 57年度 2.068 ● 1,379 35,571 52.16 1,742.14 4,042 508 4,550 6,898 11,449 322 583 10,865 305

下館武道館（弓道場含む。） 昭和 45年度 0.136 ● 712 40,610 31.05 1,126.94 2,026 1,390 3,417 0 5,035 3,417 0 3,417 84

関城体育館 平成 03年度 2.068 ● 1,192 26,502 36.37 2,766.05 3,104 508 3,613 15,698 19,312 729 391 18,921 714

関城体育センター 昭和 52年度 0.068 683 13,338 24.83 1,236.00 777 508 1,286 4,894 6,180 463 121 6,059 454

明野トレーニングセンター 昭和 59年度 2.068 ● 870 14,384 34.33 1,199.44 893 508 1,401 1,079 2,481 172 84 2,396 167

明野武道館 平成 06年度 0.068 525 11,405 17.37 677.39 0 508 508 4,678 5,187 455 0 5,187 455

明野体育センター 昭和 51年度 0.068 ● 388 6,433 14.50 1,031.00 650 508 1,158 4,082 5,241 815 0 5,241 815

協和の杜体育館 昭和 63年度 2.068 ● 806 17,080 43.51 2,532.38 3,829 508 4,337 16,678 21,015 1,230 238 20,776 1,216

協和多目的研修センター 昭和 61年度 0.068 739 23,992 15.60 1,005.25 1,882 508 2,391 0 2,391 100 169 2,221 93

利用件数
施設名

運営人員
避難所

建築年度

利用人数 稼働率 延床面積 ［A］
コスト

（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

［B］
減価

償却費
（千円）

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

利用者
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）

維持

管理費

（千円）

事業

運営費

（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）
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② 屋外運動場 

 

 

 

  

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

下館運動場 平成 01年度 0.045 658 68,821 10.83 65.15 3,366 336 3,702 394 4,096 60 0 4,096 60

成田スポーツ公園 平成 01年度 0.045 244 14,907 8.22 0.00 0 336 336 0 336 23 0 336 23

鬼怒緑地 平成 07年度 0.045 284 15,687 6.42 13.98 484 336 820 252 1,073 68 0 1,073 68

関城運動場 昭和 57年度 0.045 732 16,839 20.17 623.50 2,195 336 2,531 519 3,051 181 114 2,937 174

関城富士ノ宮球場 昭和 58年度 0.045 135 5,916 12.62 0.00 28 336 365 0 365 62 1 364 62

明野運動広場 昭和 57年度 0.045 - - - 43.88 142 336 478 0 478 0 0 478 0

明野球場 昭和 53年度 0.045 264 9,992 33.77 97.47 40 336 376 0 376 38 0 376 38

明野中央公園 平成 07年度 0.045 1,462 8,706 56.70 52.99 733 336 1,069 595 1,664 191 538 1,126 129

つくば明野工業団地スポーツ公園平成 01年度 0.045 - - - 9.00 26 336 362 27 389 0 0 389 0

協和球場 昭和 56年度 0.045 274 10,330 20.34 48.00 129 336 466 0 466 45 2 463 45

協和サッカー場 平成 13年度 1.045 305 12,101 19.92 301.00 2,019 336 2,356 4,050 6,406 529 125 6,281 519

協和の杜テニスコート 平成 03年度 0.045 105 626 7.63 0.00 56 336 392 0 392 626 1 391 625

施設名
運営人員

避難所
利用件数 利用人数 稼働率

建築年度

延床面積 ［A］
コスト

（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

［D］
収入

（千円）

維持
管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

利用者
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）

［B］
減価

償却費
（千円）
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⑼ 市営住宅 

施 設 市営住宅（２５団地） 

所管課 建築課 

《これまでの取組》 

① 市営住宅の個別施設計画となる「筑西市営住宅長寿命化計画」を平成２６年３月に策定した。 

 

《基本方針》 

① 「筑西市営住宅長寿命化計画」に基づき、２５団地内の市営住宅の建替え、用途廃止、維持管

理（修繕・改善）を実施のうえ、目標管理戸数を達成する。併せて、予算の平準化を図る。 

② 「筑西市住生活基本計画（平成２２年３月策定）」の計画期間が令和２年度までとなっている

ことから、同計画の見直し後に、必要に応じて「筑西市営住宅長寿命化計画」の見直しを行う。 

③ 筑西市営住宅用途廃止実施要綱（平成３０年市告示第１０５号）に基づき、老朽化により引き

続き管理することが困難な市営住宅の用途廃止を推進する。 

 
〔参考：市営住宅の運営状況（平成３０年度）〕 

 

 

主要建物

(人) (戸) (人) (％) (㎡)

箱ヶ島市営住宅 昭和 28年度 0.224 1 1 100.0% 38.92 22 1,732 1,754 0 1,754 0 223 1,531 1,531,000

川島駅前市営住宅 昭和 29年度 0.224 2 2 100.0% 194.60 2,899 1,675 4,575 0 4,575 0 179 4,395 2,197,500

折本中山市営住宅 昭和 29年度 0.224 6 5 83.3% 296.04 247 1,677 1,924 0 1,924 0 93 1,830 366,000

玉戸南市営住宅 平成 07年度 0.224 54 46 85.2% 4,488.27 2,755 2,178 4,933 15,288 20,222 0 17,497 2,725 59,239

玉戸北市営住宅 昭和 36年度 0.224 36 29 80.6% 1,334.78 351 1,863 2,214 0 2,214 0 1,139 1,075 37,069

玉戸西市営住宅 昭和 43年度 0.224 29 18 62.1% 1,078.18 286 1,847 2,134 0 2,134 0 837 1,297 72,056

玉戸伊房地市営住宅 昭和 45年度 0.224 30 15 50.0% 1,062.40 704 1,740 2,444 0 2,444 0 859 1,585 105,667

玉戸山ヶ島市営住宅 昭和 46年度 0.244 20 16 80.0% 831.40 71 1,740 1,812 0 1,812 0 1,555 256 16,000

女方市営住宅 昭和 33年度 0.224 29 27 93.1% 1,006.75 235 1,918 2,154 0 2,154 0 1,044 1,109 41,074

中舘市営住宅 平成 12年度 0.224 37 37 100.0% 582.63 1,326 1,734 3,061 2,680 5,741 0 2,227 3,514 94,973

五所宮市営住宅 昭和 46年度 0.224 13 13 100.0% 1,414.88 3,157 1,865 5,023 0 5,023 0 2,547 2,476 190,462

鷹ノ巣市営住宅 昭和 53年度 0.224 126 64 50.8% 8,384.96 2,164 2,745 4,909 27,322 32,232 0 15,633 16,598 259,344

岡芹市営住宅 平成 01年度 0.224 16 15 93.8% 1,100.21 1,400 1,739 3,140 3,754 6,894 0 4,553 2,340 156,000

みどり町市営住宅 平成 14年度 0.224 45 44 97.8% 3,623.13 739 1,985 2,725 12,359 15,085 0 14,973 111 2,523

船玉市営住宅 昭和 53年度 0.224 2 2 100.0% 102.34 31 1,732 1,763 0 1,763 0 222 1,541 770,500

上町市営住宅 昭和 53年度 0.224 9 9 100.0% 460.53 416 1,736 2,153 0 2,153 0 1,212 941 104,556

井上市営住宅 昭和 55年度 0.224 20 19 95.0% 1,266.34 1,650 2,029 3,679 0 3,679 0 2,853 826 43,474

海老ヶ島市営住宅 昭和 41年度 0.224 8 7 87.5% 255.04 71 1,674 1,746 0 1,746 0 417 1,328 189,714

権現台市営住宅 昭和 53年度 0.224 70 60 85.7% 3,782.11 2,946 2,338 5,285 0 5,285 0 8,484 -3,199 -53,317

宮本市営住宅 平成 04年度 0.224 20 20 100.0% 1,511.80 3,440 2,098 5,539 0 5,539 0 5,614 -75 -3,750

今泉町市営住宅 昭和 51年度 0.224 20 17 85.0% 898.00 1,184 1,856 3,040 0 3,040 0 1,852 1,188 69,882

若松町市営住宅 昭和 50年度 0.224 20 18 90.0% 898.00 4,186 2,029 6,215 0 6,215 0 2,159 4,055 225,278

上星谷市営住宅 昭和 52年度 0.224 20 19 95.0% 964.60 3,446 1,684 5,130 0 5,130 0 2,285 2,845 149,737

新治市営住宅 昭和 35年度 0.224 14 14 100.0% 576.40 2,184 1,789 3,974 0 3,974 0 672 3,302 235,857

門井市営住宅 昭和 34年度 0.224 1 1 100.0% 84.30 1,188 1,674 2,863 0 2,863 0 32 2,830 2,830,000

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

入居者
1戸当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/戸）

維持管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

入居戸数 稼働率 延床面積 ［A］
コスト

（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

入居者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

［B］
減価

償却費
（千円）

管理戸数
施設名

運営人員
避難所

建築年度
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⑽ 駐車場・駐輪場 

施 設 駐車場・自転車等駐車場 

所管課 都市整備課・市民安全課 

《これまでの取組》 

① 下館駅前駐車場（立体）及び下館駅東駐車場（平面）は、平成３０年度から平成３１年度にか

けて全面改修を実施し、集中精算機の更新、消防設備改修、屋上改修、速度抑制バンプ設置工事

等を行った。 

② 下館駅前広場駐車場は、令和元年度に全面改修を実施し、パークロック機器及び集中精算機の

更新を行った。 

 

《基本方針》 

① 駐車場・自転車等駐車場は、現施設を現状維持しつつ、長寿命化及び修繕更新等に係る費用の

平準化を図る。 

 

〔参考：駐車場・駐輪場の運営状況（平成３０年度）〕 

 

 

 

 

 

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

下館駅東自転車等駐車場 平成 03年度 0.025 - - - - 658 166 824 0 824 0 0 824 0

下館駅南自転車等駐車場 平成 13年度 1.050 2,300 2,300 100.00 197.75 41 3,367 3,409 675 4,084 1,776 1,828 2,256 981

下館駅北自転車等駐車場 平成 15年度 1.050 2,864 2,864 100.00 456.32 133 3,502 3,635 2,394 6,030 2,105 3,241 2,788 973

下館駅前広場駐車場 平成 03年度 0.550 2,442 2,442 - - 276 4,112 4,388 0 4,388 1,797 521 3,866 1,583

下館駅前駐車場（立体） 平成 03年度 0.870 358,611 358,611 100.00 15,305.29 19,323 6,783 26,106 53,721 79,828 223 15,796 64,031 179

下館駅東駐車場 平成 03年度 0.170 56,868 56,868 100.00 - 12,109 1,271 13,380 0 13,380 235 3,197 10,182 179

新治駅自転車等駐車場 昭和 62年度 1.166 5,510 5,510 100.00 365.00 4,720 5,359 10,079 213 10,292 1,868 1,972 8,320 1,510

新治駅西駐車場 昭和 60年度 1.166 3,252 3,252 100.00 - 1,179 1,262 2,442 0 2,442 751 2,079 363 112

新治駅東駐車場 昭和 60年度 1.166 277 277 100.00 - 1,179 1,262 2,442 0 2,442 8,816 1,274 1,168 4,217

利用件数
施設名

運営人員
避難所

建築年度
維持管理費

（千円）

事業
運営費
（千円）

利用人数 稼働率 延床面積 ［A］
コスト

（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

［B］
減価

償却費
（千円）

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

利用者
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）
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⑾ 産業系施設 

施 設 道の駅グランテラス筑西、明野農産加工施設、明野肥育牛生産団地・協和肥育牛生産

団地 

所管課 観光振興課、農政課 

《基本方針》 

① 道の駅グランテラス筑西は、指定管理者による運営を継続しつつ、施設及び設備の経年劣化及

び耐用年数を考慮し、計画的な修繕及び更新を行うことにより、長寿命化及び修繕更新等に係る

費用の平準化を図る。 

② 明野農産加工施設は、施設、設備等の経年劣化及び耐用年数並びに施設の利用状況等を考慮し、

施設の用途廃止について検討する。 

③ 明野肥育牛生産団地・協和肥育牛生産団地は、現施設を現状維持しつつ、利用者への譲渡等を

検討する。 

 

〔参考：産業系施設の運営状況（平成３０年度）〕 

 

 

  

主要建物

(人) (件) (人) (％) (㎡)

明野農産加工施設 平成 01年度 0.200 573 2,220 15.85 782.09 867 1,495 2,362 1,888 4,250 1,914 127 4,123 1,857

［B］
減価

償却費
（千円）

［C=A+B］
フルコスト
（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

施設名
運営人員

避難所
利用件数

維持管理費

（千円）

事業

運営費

（千円）

利用人数 稼働率 延床面積 ［A］
コスト

（千円）
建築年度

［D］
収入

（千円）

［C-D］
ﾈｯﾄｺｽﾄ

収支差額
（千円）

利用者
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）
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⑿ 医療施設 

施 設 茨城県西部メディカルセンター、筑西診療所（旧筑西市民病院本館等を含む。） 

※地方独立行政法人・茨城県西部医療機構の所有資産 

所管課 地域医療推進課 

《これまでの取組》 

① 筑西市民病院と県西総合病院の再編統合により、平成３０年１０月に茨城県西部メディカルセ

ンター及び筑西診療所が開院し、地方独立行政法人・茨城県西部医療機構による運営を開始した。 

 

《基本方針》 

① 茨城県西部メディカルセンター及び筑西診療所は、地方独立行政法人・茨城県西部医療機構に

よる健全経営を図るよう、市として必要な支援及び監督を行う。 

② 施設、設備、医療機器等の経年劣化及び耐用年数を考慮し、計画的な修繕及び更新を行うこと

により、長寿命化及び修繕更新等に係る費用の平準化を図るよう、市として必要な支援及び監督

を行う。 

③ 旧筑西市民病院の建物は、筑西診療所として使用する部分を除いて解体撤去する。 

 

〔参考：医療施設の運営状況（平成３０年度）〕 

 

 

  

(人) (件) (人) (％) (㎡)

筑西市民病院 18.000 - 63,593 - 7501.83 47,090 1723665 1,770,755 85,963 1,856,718 29,197 1,894,800 -38,082 -599

施設名
運営人員

避難所
利用件数 利用人数 稼働率 延床面積 コスト

（千円）
フルコスト
（千円）

利用者
1人当たり
のﾌﾙｺｽﾄ
（円/人）

収入
（千円）

ﾈｯﾄｺｽﾄ
収支差額
（千円）

利用者
1人当たり
のﾈｯﾄｺｽﾄ
（円/人）

維持
管理費
（千円）

事業
運営費
（千円）

減価
償却費
（千円）
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４．インフラの基本方針 

⑴ 道路 

施 設 道路 

所管課 道路維持課 

《これまでの取組》 

① 道路の個別施設計画となる「筑西市舗装維持修繕計画」を平成３０年３月に策定した。 

 

《基本方針》 

① 「筑西市舗装維持修繕計画」に基づき、舗装管理を従来の事後保全型から予防保全型に転換し、

道路舗装の長寿命化及び維持修繕費に係るライフサイクルコストの縮減を図る。同計画は、必要

に応じて随時見直しを図る。 

② 既存の道路は、法面崩壊や路面劣化など、道路交通に支障を及ぼすおそれのある危険箇所につ

いて定期的かつ計画的な道路パトロールを実施のうえ、維持補修し、安全で快適な道路環境の維

持を図る。 

③ 今後整備を必要とする道路については、道路整備による効果が大きい路線を優先的に整備する

ことを基本として、財政状況と将来投資見込額との整合性を取りながら、計画的な整備を図る。 
 

〔参考：道路の状況〕 

１．総量把握（令和２年３月３１日現在） 

一般道路  

実 延 長 合計 ２，６３０，７３７ ｍ 

道路面積 道路部 １１，７８３，８１５ ｍ2 

   

自転車歩行者道  

実 延 長 合計 １，７５８ ｍ 

道路面積 有効幅員 ９，４７６ ｍ2 

 

２．道路改良率（平成３０年３月３１日現在） 

２２．７ ％ 
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３．更新費用の推計 

 

 

  

分類別面積による将来の更新費用の推計 

 

直近５年平均 

13.2億円 

2.6倍 

更新費用の試算 

34.1億円/年 

「公共施設白書（改訂版）」から 
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⑵ 橋りょう 

施 設 橋りょう 

所管課 道路維持課 

《これまでの取組》 

① 「筑西市橋梁長寿命化修繕計画（平成２６年１月策定）」を平成３１年１月に改定し、同計画

を個別施設計画として位置付けた。 

 

《基本方針》 

① 橋りょうの健全度を把握するため、近接目視による定期点検を５年ごとに実施する（2019年度

から二巡目）。定期点検の結果に基づき、必要に応じて詳細調査を実施する。 

② 「筑西市橋梁長寿命化修繕計画（平成３１年１月改定）」に基づき、橋梁の大規模改修や修繕

を従来の事後的な「対症療法型」から、損傷が大きくなる前に予防的な対策を行う「予防保全型」

への転換を図る。併せて、将来的な財政負担の低減及び予算の平準化を図る。 

③ 同計画を基に、全橋梁を対象とした橋梁長寿命化修繕計画（個別施設計画）を策定する。 

 

〔参考：橋りょうの状況〕 

１．総量把握（令和２年３月３１日現在） 

実 延 長 合計 ７，３６８ ｍ 

橋りょう面積 合計 ４４，５５３ ｍ2 

 

橋りょう数（本） 

長さ区分 
計 

１５ｍ未満 １５ｍ以上 

８１０ ６１ ８７１ 

 

２．更新費用の推計 

 

3.1倍 

構造別面積による将来の更新費用の推計 

「公共施設白書（改訂版）」から 

 

 

 

 

直近５年平均 

0.98億円 

更新費用の試算 

3.4億円/年 
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⑶ 上水道 

施 設 浄水場・配水場、上水道管路 

所管課 水道課 

《これまでの取組》 

① 「筑西市水道ビジョン（平成２０年３月策定）」を改訂し、個別施設計画となる「筑西市水道

ビジョン２０１８」を平成３０年３月に策定した。 

② 「筑西市水道ビジョン２０１８（平成３０年３月策定）」に基づく中長期的な水道事業経営の

基本計画として、「筑西市水道事業経営戦略」を平成３０年３月に策定した。 

 

《基本方針》 

① 「筑西市水道事業経営戦略（平成３０年３月策定）」に基づき、水道事業の持続的・安定的な

経営を図る。 

② 「水道施設更新計画・財政計画（平成２９年３月策定）」及び「水道事業簡易アセットマネジ

メント（平成２６年３月策定）」に基づき、将来の更新需要を見据えた計画的な施設・設備の更

新を行うことにより、維持管理費用の削減と修繕更新費用の平準化を図る。 

③ 施設・設備の更新の緊急度及び重要度を評価し、石綿セメント管など優先度の高い老朽管路及

び水道施設の更新を進めるとともに、水道施設の耐震化を図る。 

④ 施設・設備の定期的な点検を行うことにより、老朽か所の早期発見や補修を実施し、施設・設

備の長寿命化を図る。 

 

〔参考：上水道の状況〕 

１．総量把握（令和２年３月３１日現在） 

延長 合計 ９８９，００３ ｍ 

２．管径別延長把握 

 

 

300mm
未満

300～
500mm
未満

500～
1000mm

未満

1000～
1500mm

未満

2000mm
以上

計
300mm
未満

300～
500mm
未満

500～
1000mm

未満

1000～
1500mm

未満

1500～
2000mm

未満

2000mm
以上

計

延長 11,144 2,324 23 0 0 13,491 4,219 157 0 0 0 0 4,376

単位：ｍ

導水管 送水管

50mm
以下

75㎜
以下

100㎜
以下

125㎜
以下

150㎜
以下

200㎜
以下

250㎜
以下

300㎜
以下

350㎜
以下

400㎜
以下

450㎜
以下

500㎜
以下

550㎜
以下

161,080 403,118 191,651 10 139,405 45,901 6,148 17,656 4,912 1,236 0 19 0

600mm
以下

700㎜
以下

800㎜
以下

900㎜
以下

1000㎜
以下

1100㎜
以下

1200㎜
以下

1350㎜
以下

1500㎜
以下

1650㎜
以下

1800㎜
以下

2000㎜
以上

計

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 971,136

配水管

配水管
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３．（参考）耐震化把握 

耐震管の採用 平成２０ 年度から 

   

耐震管整備率 １６．６１ ％ 

 

４．（参考）上水道普及率 ８９．４ ％ 

 

５．管路の更新費用の推計 

 

 

  

「筑西市水道ビジョン２０１８」から 

 

 

 

 

H30   R3   R6    R9   R12   R15   R18   R21   R24   R27   R30   R33   R36   R39   R42   R45   R48
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⑷ 下水道 

施 設 下水処理施設、下水道管路 

所管課 下水道課 

《基本方針》 

① 令和２年度から下水道事業が公営企業会計に移行したことに伴い、企業会計の原則に基づく下

水道事業の経営健全化を図る。 

② 長寿命化計画（平成２８年３月策定）の計画期間の満了に伴い、令和２年度までに「公共下水

道事業ストックマネジメント計画」を策定し、同計画を下水道事業の適正配置実施計画（個別施

設計画）と位置付ける。 

③ 同計画に基づき、既存施設の改築・更新を推進するとともに、将来的な財政負担の低減及び予

算の平準化を図る。 

 

〔参考：下水道の状況〕 

１．総量把握（令和２年３月３１日現在） 

延長 合計 ２８３，４６９ ｍ 
 

２．管種別延長把握 

                                     単位：ｍ 

管種 コンクリート管 陶管 塩ビ管 更生管 その他 

合計 ５８，９７１ １０，１３３ ２００，７９２ ０ １３，５７３ 
 

３．（参考）下水道普及率 ３３．５ ％ 

   

４．（参考）下水道接続率 ８４．１ ％ 

 

５．更新費用の推計 

 

管種別年度別延長による将来の更新費用の推計 

更新費用の試算 

10.3億円/年 

2.1倍 

「公共施設白書（改訂版）」から 

 

 

 

 

直近５年平均 

5億円 
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⑸ 農業集落排水 

施 設 農業集落排水処理施設 

所管課 農業集落排水課 

《基本方針》 

① 令和２年度から農業集落排水事業が公営企業会計に移行したことに伴い、企業会計の原則に基

づく農業集落排水事業の経営健全化を図る。 

② 老朽施設（１９施設）に対する機能診断調査を実施し、令和２年度までに同調査に基づく「最

適整備構想」を策定し、同構想を農業集落排水事業の適正配置実施計画（個別施設計画）と位置

付ける。 

③ 「最適整備構想」に基づき、機能強化事業や計画的な施設の修繕・更新を行うことにより、将

来的な財政負担の低減及び予算の平準化を図る。 

 

〔参考：農業集落排水の状況〕 

１．把握（令和２年３月３１日現在） 

延長 合計 ２３５，２４７ ｍ 
 

２．管種別延長把握 

                                     単位：ｍ 

管種 コンクリート管 陶管 塩ビ管 更生管 その他 

合計 ０ ０ ２３４，８９５ ０ ３５２ 
 

３．（参考）下水道接続率 ９２．５７ ％ 

      （農業集落排水）   
 

４．更新費用の推計 

 
「公共施設白書（改訂版）」から 

 

 

 

 

更新費用の試算 

9.1億円/年 

5.4倍 
直近５年平均 

1.7 億円 

 

管種別年度別延長による将来の更新費用の推計 
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⑹ 公園 

施 設 都市公園・児童公園・宮山ふるさとふれあい公園・協和三世代広場ほか 

所管課 都市整備課・観光振興課・明野支所・協和支所 

《基本方針》 

① 都市公園の新規整備は、区画整理事業区域内の都市公園（八丁台近隣公園等）について実施す

る。なお、新規整備にあたっては、将来の人口減と人口動態を見据えて、都市計画法の設置基準

（住民１人当たりの都市公園の敷地面積＝１０㎡以上）の適合を図るとともに、維持管理経費を

増加させない遊具、植栽、その他の設備等の設置方法を検討する。 

② 市街地等における公園・緑地等は、避難地及び避難経路の確保、火災の延焼防止、救助・消火

等の災害応急活動の円滑な実施を図る基盤でもあることから、計画的な整備等を推進する。 

③ 災害発生時に避難場所、災害復旧の拠点となる公園施設について、災害時に有効に機能するよ

う適切な維持管理を図る。 

④ 既存の都市公園の維持管理は、遊具その他の設備等の定期点検を継続し、利用者の利便性及び

安全性を保持しつつ、必要に応じて修繕又は撤去を行い、維持管理経費の低減及び予算の平準化

を図る。 

 

〔参考：公園の状況〕 

１．種類別公園数 

種 類 公園数 

都市公園（都市計画法） 

（スポーツ施設及び宮山ふるさとふれあい公園を除く。） 
６１か所 

開発行為及び区画整理による帰属公園 ３０か所 

児童公園（児童公園条例） ３か所 

その他 ４か所 

計 １０５か所 

                        （令和２年４月１日現在） 
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